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研究成果の概要（和文）：本研究は、「障害の社会モデル」と呼ばれる認識枠組みに関して、そ

の説明力および実践的妥当性を高めることを目的として実施した。その結果、(1)「発達障害」

に対する配慮提供を社会的に進めていくためには、従来の障害関連施策の想定を越える能力観

の転換が必要であること、(2)成熟期にある社会において「社会モデル」に基づく障害関連施策

を進めていくためには、「互恵性基準」等の社会規範の再編・相対化が必要となることが示され

た。 

 
研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to promote explanatory and practical 

validity of "social model of disability."  The result of the research indicate that, (1) the 

radical change of concept of ability beyond contemporary disability policies is needed, in 

order to promote social accommodations to people with "developmental disorder," (2) the 

development of disability policy based on "social model" in mature society requires the 

relativation and reorganization of social norms such as "the principle of reciprocity." 
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１．研究開始当初の背景 

 「障害の社会モデル（ social model of 

disability）」は、社会福祉学をはじめ、障害
問題を社会的文脈の中に位置づけて論じよ
うとする研究領域において、広く受け入れら
れるようになってきた。それは、障害者の経
験する活動上の困難（ディスアビリティ）は
社会的に生成・構築されたものであるとする

考え方の枠組みであり、「障害者を無力化し
ているのは社会であって、身体ではない」と
いう障害者運動のスローガンはそれを端的
に示すものである。「社会モデル」の有する
こうした単純化されたメッセージは、実践的
な強みともなっていた。すなわち、問題なの 
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と考えることによって、障害者運動は環境や
諸制度の改変という目標に集約された「障壁
除去アプローチ」を選択することができ、ま
た障害当事者は自らの身体に付着した否定
的な意味づけを払拭することにある程度成
功しえたのである。 

 ところが近年になって、様々な角度から
「社会モデル」に対する批判がなされるよう
になった。日本では一部の例外を除いてこう
した論争についての関心が希薄であったが、
少子高齢化社会の到来を踏まえて社会福祉
がある種の転換期を迎えている中で、障害者
福祉の展望を示すための理論的基盤の妥当
性について十分な検討を行っておくことは、
きわめて重要である。それは、認識論上のパ
ラダイムとしての障害の社会モデルと、現実
の政治的・社会的課題への処方箋とのギャッ
プを埋める作業である。このような観点から、
応募者は「社会モデル」の意義と限界につい
ての理論的探求を続けてきており、①「社会
モデル」の理論構成に内在する問題として、
障害現象に対する説明力に限界を抱えてい
ること、②「社会モデル」の実践的性格に関
連して、障害者の生活の向上をサポートする
レトリックとしての効果が失われつつある
こと、という課題に対するさらなる探求が必
要であった。 

 

 

２．研究の目的 

 障害に関わる社会的な環境は、ここ 20・30

年の間に劇的に変化した。その中で、ディス
アビリティ・スタディーズの領域で促進され
た「個人モデル」から「社会モデル」へ、と
いう障害認識のパラダイム転換の果たした
歴史的役割は大きい。ところが近年、その「社
会モデル」の意義や有効性に疑義が示される
ようになった。それらの批判や懸念は、「社
会モデル」は日常的で「普通」の障害者の経
験を反映していないのではないか、それが表
現しているのは一部の障害種別の経験に過
ぎないのではないか、さらには「社会モデル」
はもはや障害者の生活の改善という実践的
課題に応える枠組みとして有効ではないの
ではないか、といった形で提起されている。
こうした問いかけに対して、「社会モデル」
に立脚した障害理論研究は何らかの回答を
求められる。 

 このことを踏まえて、本研究は「社会モデ
ル」の理論的・実践的洗練に貢献することを
目的とする。理論的課題としては、「社会モ
デル」は近年改めて社会的関心を集めている
知的障害・発達障害等の問題、およびフェミ
ニスト障害学から提起された女性障害者の
経験をいかにして包摂しうるのかについて
探求することを通じて、障害理論の展開を図
る。また実践的課題としては、「社会モデル」

は今後の障害者運動の展開や、障害者の生活
の向上という課題に対して、どのような形で
貢献しうるのかという観点から、政策的なイ
ンプリケーションを探る。とりわけ、両者 

の課題が接するテーマとして、近代的な機会
平等理念を基調とする社会システムに障害
者を包摂しようとする試みの中で、「合理的
配慮アプローチ」が有する意義と射程を明ら
かにし、新たな政策的アプローチの可能性を
提示しようと試みる。 

 

 

３．研究の方法 

 ディスアビリティ・スタディーズにおける
知的・発達障害の理論化の布置、及び、フェ
ミニスト障害学からの「社会モデル」批判の
内容に関して、主に英語文献のレビューを通
じて整理し、研究の基礎的な枠組みを構築し
た。その上で、シティズンシップ論、社会的
排除論、規範的政治理論等の関連領域の知見
をフォローしながら、文献研究を進めた。 
 また、国際人権法学、ジェンダー・スタデ
ィーズ、実験経済学等諸分野の関連研究者と
適宜ディスカッションを行うことを通じて、
課題を明確化するとともに、公開シンポジウ
ムを通じて得られた知見のブラッシュアッ
プを行った。さらに、研究代表者が関わって
進めている研究ユニットや、既に別のプロジ
ェクトで財源を確保している研究プログラ
ム等、既存の研究リソースから得られる成果
やネットワークを活用して研究を推進した。 
 
 
４．研究成果 
 2009 年度の研究目的は、①ディスアビリテ
ィ・スタディーズの先行研究において知的障
害・発達障害の困難経験がどのように概念化
されてきたのか、またそれは社会モデルの認
識枠組みとの関係でどのように位置付けら
れてきたのかについて、整理・分析すること、
②フェミニスト障害学が提起してきたイン
ペアメント（身体的経験）の無視や私的・個
人的な領域における困難経験の軽視は社会
モデルの理論的・認識論的前提とどのような
内的関連性を持っているのかについて歴史
的・文化的文脈を踏まえて検討すること、を
主な焦点として文献調査を行った。 
 ①については、先行研究においては必ずし
も十分に展開されていないのだが、知的・発
達障害の不利益経験について理論化するに
当たってはポスト産業社会に特徴的な流動
性の高い労働市場や、それを支えるポスト近
代的な能力観との関連においてディスアビ
リティ現象を把握する必要があり、その点で
従来の社会モデルに基づくディスアビリテ
ィ理論のアップデートが求められることが
明らかになった。 



また②については、私的・個人的な経験を
無視・抑圧する契機が社会モデルに内在して
いるとは必ずしもいえないものの、社会モデ
ルが権利主張と一体となった運動論的・政治
的実践性という基準によって評価される文
脈に置かれることによって、そうした経験を
軽視ないし脱価値化するものとして機能し
てしまっていることが示された。この成果は
川越他（2011）として発表を予定している。 
 2010 年度は、初年度で得られた知見を踏ま
え、③障害の社会モデルの持つ理論的可能性
を批判的に検討するため、機会平等理念を基
調とする社会システムへの障害者の包摂が
惹起する課題とその克服の方途について分
析し、④その中で質的に異なる課題領域とし
て浮上した「発達障害」に関わる問題に関し
て、現代社会において要請される能力観の変
容を踏まえて理論的な課題を整理し、⑤それ
らを踏まえて、「割当雇用」や「合理的配慮」
といった具体的な政策オプションを取り上
げ、それらを十分に機能させるための社会的
条件について検討することを目的として研
究を進めた。 
 ③・④については以下の知見が得られた。
まず、合理的配慮アプローチは、潜在力への
着目によって障害者にとっての機会平等を
実質化する道を拓く一方で、形成期における
能力の潜在化に対して無力であり、そもそも
評価対象となる能力の内容についての社会
的バイアスを温存させてしまう、という難点
を併せ持つことが確認された。その上で、一
見潜在力の十全な評価をめざすように思わ
れる現代の新しい能力観が、発達障害をはじ
めとして新たな「障害」を浮上させているこ
とを示すとともに、それがむしろ社会的バイ
アスを強化するように働いてしまう危険性
を指摘し、合理的配慮アプローチの根源的な
修正を迫る論点を析出した。これらの成果は
2件の口頭発表で提示した。 
 また、⑤の成果については、Matsui et al
（2011）において、特に割当雇用制度に関し
て社会モデルの政策科学的な展開に不可欠
な規範的条件を検討し、条件平準化原理
（level-the-playing-field principle）に
基づく機会平等理念の中でも、とりわけ厳格
な責任‐平等主義の議論を導入することに
よって、割当制に対する正当化根拠が得られ
ることを示した。さらに、川島他編（2011）
において、より広範な市民的包摂を進めるた
めの社会的条件として、メインストリームの
社会に流通する「互恵性基準（principle of 
reciprocity）」の組み換えや相対化という、
ある意味でラディカルな社会規範の再編が
求められることを示した。 
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